





























































らも確かめられよう。年間事業収入3億円未満の法人は 2000年度 14から 04年度5に減少す
る一方， 3 億円以上~5 億円の法人は 2000 年度 19 → 04 年度 23 に， 5 億円以上~ 10億円の

















2億円未満 2 2 
2~3 億円 12 3 
3~4 億円 12 15 
4~5 億円 7 8 
5 ~ 10億円 5 8 
10 ~ 15億円 l 1 
15 ~ 20億円 2 1 
20億円以上 3 
計 41 41 
表2 愛媛県内社会福祉法人経営の介護保険施設・事業所数の年次別推移
1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度
特養 42 42 42 43 45 45 
老健 3 4 5 7 9 9 
グ/レー プホー ム l 2 4 7 10 12 
テ、イサー ビス 45 47 49 50 52 54 
訪問介護 13 18 18 21 21 21 
居宅介護支援 38 45 48 50 50 51 
訪問入浴 。 16 15 14 9 9 
訪問看護 2 3 4 3 2 2 





表3 愛媛県内社会福祉法人の介護保険事業収支状況 (204年度) 単位万円
特養 老健 グルー プ デイ 訪問介護 居宅介護 訪問入浴 訪問看護 不明法人 百十ホー ム サー ビス 支援
施 設 数 42 9 12 49 15 42 9 2 
収 入 5十1.200，615 482，570 74，381 266，899 60，321 68，556 2，846 2.167 262，947 2，421.302 
事業収入 1，192，943 482，570 74，381 265，285 60，321 68，409 2，846 2.167 262，464 2，411.386 
事業外収入 7，672 。 。1.614 147 。 。 483 9，916 
事業支出計 1.054，643 381.753 67，505 212，796 50，944 64，452 4，066 2，478 210，854 2，051.341 
人件費 652，713 207，387 45，506 135，403 47，320 56，874 3，501 2.137 123，137 1.273，978 
事務費 126，281 104.120 6，149 24，220 2，370 6，498 233 177 37，954 308，002 
事業費 180，474 41.345 10.130 34，216 596 1.080 131 110 36，409 304，91 
減価償却費 93，749 28，901 5，720 18，907 658 1.850 201 54 13，354 163，394 
徴収不能 1.426 。 。 50 。 。 。 。 。1.476 
借入金利子 9，698 10，348 304 2，130 15 174 。 315 2，984 
収支差額 136，274 90，469 6，572 51.973 9，362 3，783 ム1.220 ム311 51.778 346，977 
手IJ 益 率 11.4% 18.7% 8.8% 19.5% 15.5% 5.5% ム42.9%ム14.4% 19.7% 14.3% 
注特養にはショートステイも含む








末には 12施設，入居定員180名にまで増加し，事業収入も 2000年度6143万円から 04年度に
は7.4億円と 12倍以上に増えている。
収入額が最も大きく増えたのは老健で， 2000年度4施設，入所定員412名から 04年度9施
設， 847名に入所定員が倍増し，収入も 2000年度21.7億円から 04年度には48.3億円と倍増
(2.2倍) している O 社会福祉法人が老健を開設する場合， 医療機関を母体とする「保健 ・医
療 ・福祉複合体jC3lが通常であるが，老健を設置している 5法人のうち 2法人までが医療機関
を母体としていない。この 2法人が介護保険になり老健を新たに 3施設開設(計4施設)して
いる O 社会福祉法人の老人医療 ・老人保健事業への進出である。
特養は9年度より 3施設，入居定員189名(ショ トー を含む)の増加にすぎないが，半数
以上の法人がショ ー 卜の利用定員を減らし，特養の入居定員を増やしている。ショ 卜ー の利用
率よりも特養の入居率の方がはるかに高L、からであろう o 9年度中に開設していた 42の特養
のショ ー トの利用定員は， 2000年度末までに 18名減少し，特養の入居定員は 157名増加し










(表3)が， 2000年度は 15.1%(同 27億円)， 01年度は 17.2%(同33.7億円)， 02年度も17.2%
(同39.1億円)， 03年度は 16.0%(同 37.3億円)である O
社会福祉法人が介護保険になり高利益をあげていることは，純資産の増加からも明らかであ
る。41法人の純資産は， 2000年度455.6億円→ 01年度487.1億円→02年度546.6億円→03















41法人のうち 21法人の 9年度と 2000年度の事業別収支が公開されているので， それを手
がかりにして，介護保険前と介護保険実施直後で経営内容がどのように変化しているか見てみ
る。 ただし， 社会福祉法人会計は 2000年度から損益概念を導入した新会計方式に変更されて
いるので，対比するためには幾つかの手直しが必要である。以下に示す表は，その手直しをし
た上で作成したものであるω。
表4-1は， 21法人が運営している特別養護老人ホーム24施設の 9年度と 2000年度の収
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表4-1 愛媛県内特養24施設の介護保険前 ・後の収支状況 単位.千円
1999年度 2000年度 増減(ム)
事業収入 5，204，602 6，047，439 842，837 
事業支出 4，798，339 構成割合 4，850，564 構成割合 52，225 
人件費 3，183，001 61.2% 3，351.464 55.4% 168，463 
職員俸給 1.515，783 1.591.444 75，661 
職員諸手当 977，870 1.002，607 24，737 
非常勤職員給与 365，721 442，642 76，921 
法定福利費 323，627 314，771 ム8，856
事務費 569，442 10.9% 558.170 9.2% ム1，272
事業費 1.045，896 20.1% 940，930 15.6% ム10.496
収支差額 406，263 7.8% 1.196，875 19.8% 790，612 
(備考)業務委託費 105.192 189，949 84，757 
表4-2 愛媛県内デイサービス24施設の介護保険前・後の収支状況 単位千円
1999年度 2000年度 増減(ム)
事業収入 1.07.851 1.201.420 123，569 
事業支出 1.044，003 構成割合 862，849 構成割合 ム181.154
人件 費 659，548 61.2% 595，250 49.5% ム64，298
職員俸給 283，805 225，082 ム58，723
職員諸手当 155，054 129，739 ム25，315
非常勤職員給与 156.131 179，551 23，420 
法定福利費 64，58 60，878 ム3，680
事務 費 191.236 17.7% 114，842 9.6% ム76，394
事業 費 193，219 17.9% 152，757 12.7% ム40，462
収支差 額 3，848 3.1% 338，571 28.2% 304，723 
(備考)業務委託費 23，547 38，333 14，786 
表4-3 愛媛県内訪問介護7事業所の介護保険前・後の収支状況 単位.千円
1999年度 2000年度 増減(ム)
事業収入 282.190 345，392 63，202 
事業支出 270，542 構成割合 279，039 構成割合 8，497 
人件費 224，932 79.7% 256，804 74.4% 31.872 
職 員 俸給 29，786 31.108 1.322 
職員諸手当 18，435 18.198 ム237
非常勤職員給与 167，506 196，688 29.182 
法定福利費 9，205 10，810 1.605 
事 務費 45.19 16.0% 20，749 6.0% ム24.450
事 業費 411 0.1% 1.486 0.4% 1.075 
収支差額 11.648 4.1% 6，353 19.2% 54，705 
支状況(ショー卜を含む)を対比したものである。2000年度の事業収入が 99年度よりも
16.2%，金額にして 8.4億円増加しているが，利益額の違いに注意してほしし、。99年度の利益
が 4.1億円に対し， 2000年度のそれは約 12億円である。 1.16倍の収入増で収益を約3倍にも




表4-2と表4-3は， 21法人が運営しているデイサービス 24施設と訪問介護7ヶ所の 9
年度と 2000年度の収支状況である O デイサービスの事業収入の増加は1.2億円で，増加率は











げている(表4-2)。職員俸給は 9年度より 20.7%，職員諸手当は 16.3%の減少である。そ





































労働安定センターの 05年の調査によると，介護職員の 「正社員」の割合は，特養で 74.6%，
グループホームで 54.1%，デイサービスで46.8%，訪問介護で 22.9%にすぎなL、(7)。 しかし，
この数値はあくまでも平均値であり，利益率の高い施設になればなるほど正規職員の割合は低
くなる O 筆者が04年度の監査資料で確認したところ，愛媛県で最も利益率の高い特養
(ショー卜を含む)の場合，利用定員 70名に対し 27名の介護職員を配置しているが， そのう







































収支(ショートを含む)を 1施設当たりの平均値にして比較したものである O 利用者数は特養
とショ トー を合わせた人数であり， A群 01施設)が6.6名， B群c7施設)が6.1名とほ
ほ、同数である O そのため事業収入額もともに 2.9億円とほぼ同じであるが，経常利益率はA
群の施設6.6%に対し， B群の施設は 23.3%で，経常利益(収支差額)も A群の施設1894万










収入計 289，037 289，123 
事業収入 287.187 287，883 
事業外収入 1，850 1，240 
支出計 270，098 構成割合 21.725 構成割合
人件費 164，673 57.0% 135，351 46.8% 
事務費 31，664 11.0% 27，452 9.5% 
事業費 4.328 15.3% 37，442 13.0% 
減価償却費 26，797 9.3% 18，975 6.6% 
借入金利子 2，636 9.3% 18，975 6.6% 
収支差額 18，939 6.6% 67，398 23.3% 
表6-1 H施設と T施設の収支状況 単位千円
H施設 T施設
利用者数 67.2人 69.1人
収入計 294，652 297，953 
事業収入 292，744 297，953 
事業外収入 1，908 。
支出計 198，121 構成割合 278，615 構成割合
人件費 122，548 41.6% 168，736 56.6% 
職員俸給 16，19 63，817 
職員諸手当 19，781 46，056 
非常勤職員給与 72.429 40，012 
退職金 。 489 
退職共済掛金 。 1.184 
法定福利費 14，139 17.178 
事務費 8，911 3.0% 32，501 10.9% 
事業費 41，348 14.0% 5，985 18.8% 
減価償却費 2，949 7.8% 20，640 6.9% 
借入金利子 2，365 0.8% 753 0.3% 
収支差額 96，531 32.8% 19，338 6.5 
施設の中で H施設と最も事業規模が近い T施設の収支状況を対比 したものである。利用者数





(月額ではなく l年分)， 賞与を含む諸手当を 1978万円と極度に抑えているからである。
事業費の違いも見逃せない。両施設の事業費を利用者一人当たりに換算すると， H施設は
615，298円 T施設は 810，203円で， 年間 20万円近い差がある。 表 6-2は事業費の中で利用
者の生活に密接に関係するものを比較したものである O 保健衛生費 ・医薬品費や，介護用品
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表6-2 H施設と T施設の事業費内訳 単位;千円
H施設 T施設 差異
食 費 12，424 19，351 ム6，927
教養娯楽費 395 907 ム512
日用品費 1.016 385 631 
被服費 。 2，216 ム2，216
保健衛生費・医薬品費 705 2，049 ム1.344
介護用品費 ・消耗器具備品費 10，738 19，705 ム8，967
光熱71<.費 10，655 6，434 4，221 
その他の事業費 5，415 4，938 477 
計 41.348 55，985 ム14，637
費 ・消耗器具備品費などの介護費用や，利用者のささやかな生活の楽しみである教養娯楽費な
ど，ほとんどの支出科目で H施設の支出額は大きく下回っている。利用者の最大の楽しみと


























先に 99年度と 2000年度の事業別収支を公開している 21法人の特養，デイサービスの介護
保険前と後の経営変化を見たが，特養，デイサービスとも事業費が大きく削減されている。再
度， 表 4-1の特養(ショー卜を含む) と表4-2のデイサービスの事業費を見ると， 特養は
24の全施設が事業費を減額し， 99年度 10億 4590万円から 2000年度9億 4093万円に削減し
ている O 金額にして l億 497万円，対前年度比 10.0%の削減である。デイサービスも 24の全



















食 費 41，719 419，725 ム21，994
教養娯楽費 28，971 18，838 ム10，13
日用品費 23，044 9，310 ム13，734
本人支給金 18，215 316 ム17，899
3十 511，949 448，189 ム63，760
表7-2 愛媛県内24デイサ ビス施設の介護保険前・後の事業
費支出の状況 単位.千円













































度の調査によると，特養の 「正社員」の介護職員の離職率は 15.9%となっている (16)。勤続年
数は記されていないが. 03年度の調査では 11年未満J34.2%. 1 1 年~ 2 年未満J 22.1%と











低賃金なのは臨時職員の待遇で働いている介護職員である O 介護労働安定センタ ーの05年
度の調査によると，常勤が88.7%であるにもかかわらず 「正社員」 は74.6%にすぎない(20)。
勤務形態と雇用形態とに 14%のズレがあるが， このズレの中で働いているのが， 特養に限ら
ず介護現場で働いている臨時職員である。正規職員と同じ労働をしているにもかかわらず給与，














































































































( 2 )伊藤周平監修・「ゆたかな暮らし」編集部編『介護保険を告発する』萌文社。 2001年参照



























( 8 )中野麻美『労働ダンピンク』岩波新書。 2006年。伊藤博義『福祉労働の法Q&AJ2002年有斐閣
参照
























知るかぎりでは NHK総合テレビ 2006年 10月19日放送の「クローズアップ現代 介護の人
材が逃げていく」である。
(15)朝日新聞 2007年6月初日
(16)前掲『介護労働の現状 平成 18年版 J 116ページ
(17)財団法人介護労働安定センター『介護事業所における労働の現状 平成15年版 J 121ページ。
2003年
(18)財団法人介護労働安定センター『介護労働の現状一平成 18年版一J53ページ
(19)贋末利弥 ITHEPRESSJ rぼとぼらJ2006年7月1日より引用
(20)前掲『介護労働の現状一平成 18年版一J64ページ
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